










第１号様式（第７条関係） 

 

京都市就労継続支援事業所生産活動活性化支援事業補助金交付申請書 

 

（あて先）京都市長   年  月  日 

法人等の所在地 法人等の名称及び代表者の氏名 

 

 

印   

 

電話    － 

 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定により，補助金の交付を申請しま

す。 

事 業 所 名 称  

所 在 地  

サ ー ビ ス 種 別 就労継続支援Ａ型  就労継続支援Ｂ型  

添 付 資 料 

〇申請額内訳書 

〇支出経費に係る見積書（写し）等 

〇生産活動収入の状況を確認できる書類（財務諸表等） 

○支援内容が重複する本市等の補助金額を確認できる書類 

〇その他参考となる資料 

 



申請日 令和

法人名

事業所名

事業所番号

代表者名

１．対象要件の確認

次のア又はイのいずれか該当する方に○を記入してください。

※１

※２

※３

※４

注）以下の経営支援策を受けている事業所（法人）は対象外となります。

・持続化給付金

・持続化補助金（小規模事業者持続化補助金）

・家賃支援給付金

・その他本事業と支援内容が重複すると市長が認める国の支援策

２．生産活動収入の状況（※５）

※５

※６

（２）次のア又はイの該当する方いずれかの空欄に数字を記入してください。
ア　１のアに該当する場合

イ　１のイに該当する場合

①連続する３ヶ月の生産活動収入が前年同期比で３０％以上減少した期間の生産活動収入（円）

②前年同期の生産活動収入（円）

別紙１　申請額内訳書

令和２年１月から令和２年３月の間に事業を開始した事業所にあっては，令和２年４月以降の１ヶ月の生産活動収入
が，事業開始後から令和２年３月までの月平均の生産活動収入と比べて50％以上減少した月

平成３１年１月から令和元年１２月の間に事業を開始した事業所にあっては，事業開始後から令和元年１２月までの月
平均の生産活動収入に３を乗じた額と比べて30％以上減少した期間

ア　令和２年１月以降，１ヶ月の生産活動収入が前年同月比で５０％以上減収した月（※１，※２）がある

イ　令和２年１月以降，連続する３ヶ月の生産活動収入が前年同期比で３０％以上減少した期間（※３，※４）がある

平成３１年１月から令和元年１２月の間に事業を開始した事業所にあっては，事業開始後から令和元年１２月までの月
平均の生産活動収入と比べて50％以上減少した月

③前年同期比

令和２年１月から令和２年３月の間に事業を開始した事業所にあっては，令和２年４月以降の連続する３ヶ月の生産活
動収入が，事業開始後から令和２年３月までの月平均の生産活動収入に３を乗じた額と比べて30％以上減少した期間

１の※１に該当する事業所にあっては，事業開始後から令和元年１２月までの月平均の生産活動収入に１２を乗じた
額，※２に該当する事業所にあっては，事業開始後から令和２年３月の月平均の生産活動収入に１２を乗じた額，※３
に該当する事業所にあっては，事業開始後から令和元年１２月までの月平均の生産活動収入に１２を乗じた額，※４に
該当する事業所にあっては，事業開始後から令和２年３月の月平均の生産活動収入に１２を乗じた額

（１）直前の事業年度の生産活動収入の総額（円）（※６）

①前年同月比で５０％以上減収した月の生産活動収入（円）

生産活動収入の状況を確認できる書類（財務諸表等）も併せてご提出ください。

③前年同月比

②前年同月の生産活動収入（円）



３．申請額及び内訳

４．同一法人内事業所の申請状況

一括申請

②指定権者名 ③申請有無 ④別添シート名

複数の就労継続支援事業所を運営している法人の場合は，すべての事業所の申請状況について記入してください。一法人当たりの
上限額は２００万円となりますので，同一法人内で複数の事業所を運営している場合は，法人内で調整のうえ，申請していただきま
すようお願いいたします。

申請額

⑤申請額（円）

複数の事業所分を一括で申請する場合は，一括申請にチェックを入れ，事業所毎に「別添」のシートを作成のうえ，本
申請様式と併せて御提出ください。なお，事業所の指定権者が異なる場合は，一括申請はできませんので，個別に申
請をお願いします。

0

0 0

申請額(円） 基準額(円）

合計 0

助成上限額(円）（※７）

未記入又は不適切な箇所があります

※７　法人上限額の200万円の範囲内で，申請額又は基準額の低い方が助成上限額となります。

委託料

使用料及び賃借料

備品購入費

①事業所名・・・法人内の他の就労継続支援事業所名を記入してください。
②指定権者・・・本申請の事業所と同一の指定権者の場合は「同一」，異なる場合は指定権者名を記入してください。
③申請有無・・・当該事業所における生産活動活性化支援事業の申請有無を記入してください。
④別添シート名・・・②で「同一」かつ③で「有」の場合，「別添」のシート名を記入してください。
⑤申請額（円）・・・③で「有」の場合，当該申請額を記入してください。

①事業所名

その他

旅費

需用費

役務費

科目 所要額（円） 用途・品目・数量等

謝金

会議費



事業所名

事業所番号

代表者名

１．対象要件の確認

次のア又はイのいずれか該当する方に○を記入してください。

※１

※２

※３

※４

注）以下の経営支援策を受けている事業所（法人）は対象外となります。

・持続化給付金

・持続化補助金（小規模事業者持続化補助金）

・家賃支援給付金

・その他本事業と支援内容が重複すると市長が認める国の支援策

２．生産活動収入の状況（※５）

※５

※６

（２）次のア又はイの該当する方いずれかの空欄に数字を記入してください。
ア　１のアに該当する場合

イ　１のイに該当する場合

別添様式（一括申請用）

ア　令和２年１月以降，１ヶ月の生産活動収入が前年同月比で５０％以上減収した月（※１，※２）がある

②前年同月の生産活動収入（円）

イ　令和２年１月以降，連続する３ヶ月の生産活動収入が前年同期比で３０％以上減少した期間（※３，※４）がある

平成３１年１月から令和元年１２月の間に事業を開始した事業所にあっては，事業開始後から令和元年１２月までの月
平均の生産活動収入と比べて50％以上減少した月

令和２年１月から令和２年３月の間に事業を開始した事業所にあっては，令和２年４月以降の１ヶ月の生産活動収入
が，事業開始後から令和２年３月までの月平均の生産活動収入と比べて50％以上減少した月

平成３１年１月から令和元年１２月の間に事業を開始した事業所にあっては，事業開始後から令和元年１２月までの月
平均の生産活動収入に３を乗じた額と比べて30％以上減少した期間

令和２年１月から令和２年３月の間に事業を開始した事業所にあっては，令和２年４月以降の連続する３ヶ月の生産活
動収入が，事業開始後から令和２年３月までの月平均の生産活動収入に３を乗じた額と比べて30％以上減少した期間

生産活動収入の状況を確認できる書類（財務諸表等）も併せて御提出ください。

（１）直前の事業年度の生産活動収入の総額（円）（※６）

１の※１に該当する事業所にあっては，事業開始後から令和元年１２月までの月平均の生産活動収入に１２を乗じた
額，※２に該当する事業所にあっては，事業開始後から令和２年３月の月平均の生産活動収入に１２を乗じた額，※３
に該当する事業所にあっては，事業開始後から令和元年１２月までの月平均の生産活動収入に１２を乗じた額，※４に
該当する事業所にあっては，事業開始後から令和２年３月の月平均の生産活動収入に１２を乗じた額

①前年同月比で５０％以上減収した月の生産活動収入（円）

③前年同月比

①連続する３ヶ月の生産活動収入が前年同期比で３０％以上減少した期間の生産活動収入（円）

②前年同期の生産活動収入（円）

③前年同期比



３．申請額及び内訳

謝金

科目 所要額（円） 用途・品目・数量等

会議費

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

申請額 0

備品購入費

その他

助成上限額(円）（※７）

未記入又は不適切な箇所があります

※７　法人上限額の200万円の範囲内で，申請額又は基準額の低い方が助成上限額となります。

申請額(円） 基準額(円）

0 0



第２号様式（第８条関係） 

京都市指令  第  号 

  年  月  日 

 

京都市就労継続支援事業所生産活動活性化支援事業補助金交付決定通知書 

 

  様 

 

京   都   市   長  

（担当           ） 

 

   年  月  日付けで申請がありました京都市就労継続支援事業所生産活動活性化

支援事業補助金については，京都市就労継続支援事業所生産活動活性化支援事業補助金交

付要綱（以下「要綱」という。）第８条の規定に基づき，下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１ 交付の可否  □交付   □不交付（理由                 ） 

２ 交付予定額  金          円 

３ 交付条件 

⑴ この補助金は，要綱第７条の規定に基づき申請された事業に関するもの以外に支出

してはなりません。 

⑵ 要綱第７条の規定に基づき申請された事業の内容を変更し，又は事業を中止し，若し

くは廃止しようとする場合には，あらかじめ市長の承認を受けなければなりません。 

⑶ 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，当該収入及び支出について証

拠書類を整理し，当該帳簿及び証拠書類を事業が完了する日の属する年度の終了後５

年間保管しなければなりません。 

⑷ この補助金と重複して，他の補助金の交付を受けてはなりません。 

⑸ 上記の各号のほか，この補助金は要綱に定める各条項に従って使用されなければな

りません。 

⑹ 上記各号に違反した場合には，この補助金の全部又は一部の償還を命ずることがあ

ります。 

（教示） 

１ この決定に不服があるときは，この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月

以内に，京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし，当該期間内であっ

ても，この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは，審査請求をする



ことができなくなります。 

２ また，この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に

対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に，京

都市を被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴

訟において京都市を代表する者は，京都市長となります。）。ただし，当該期間内であっ

ても，この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対する

京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは，処分の取消し

の訴えを提起することはできなくなります。



第３号様式（第１０条関係） 

 

京都市就労継続支援事業所生産活動活性化支援事業補助金変更承認申請書 

 

（あて先） 京都市長    年   月   日 

法人等の所在地 法人等の名称及び代表者の氏名 

 

 

印   

 

電話    －     

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第１１条の規定により，補助金の交付申請につい

て以下のとおり変更します。 

変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４号様式（第１２条関係） 

 

 

京都市就労継続支援事業所生産活動活性化支援事業補助金事業実績報告書 

 

（あて先）京都市長   年  月  日 

法人等の所在地 法人等の名称及び代表者の氏名 

 

 

印   

 

電話    － 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第１８条の規定により，事業実績を報告します。 

事 業 所 名 称  

サ ー ビ ス 種 別 就労継続支援Ａ型  就労継続支援Ｂ型 

所 在 地  

交 付 決 定 額  

精 算 額  

完 了 年 月 日  

添 付 資 料 

〇実績額内訳書（別紙２）  

※事業所・施設別に作成のこと 

〇経費の支払を確認することができる資料（領収書 

（写し）等） 

〇その他市長が必要と認める資料 

 



報告日 令和

法人名

事業所名

事業所番号

代表者名

２．支出額及び内訳（別添可）

別紙２　実績額内訳書

0

0 0

受領額(円） 支出額

※支出の内容がわかる領収書等を添付すること

支出額

役務費

委託料

使用料及び賃借料

１．補助金交付額（円）

返納額

0

備品購入費

その他

謝金

会議費

旅費

需用費

科目 支出額（円） 用途・品目・数量等



第５号様式（第１３条関係） 

 

京都市指令  第  号  

  年  月  日  

 

 

京都市就労継続支援事業所生産活動活性化支援事業補助金交付額確定通知書 

 

 様 

 

京   都   市   長   

（担当            ）  

  

 年 月 日付け京都市指令第 号で交付決定した京都市就労継続支援事業所生産活動

活性化支援事業補助金については， 年 月 日付けで提出された事業実績報告に基づき，

下記のとおり交付額を確定しましたので通知します。 

 

記 

事業所名称 

交付確定額  金           円 

 

 

（教示） 

１ この決定に不服があるときは，この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月

以内に，京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし，当該期間内であっ

ても，この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは，審査請求をする

ことができなくなります。 

２ また，この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に

対する京都市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に，京

都市を被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴

訟において京都市を代表する者は，京都市長となります。）。ただし，当該期間内であっ

ても，この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は，当該審査請求に対する

京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは，処分の取消し

の訴えを提起することはできなくなります。 

 



第６号様式（第１５条関係） 

 

  年  月  日  

 

 

京 都 市 長  様 

 

法人等の所在地             

法人等の名称             

代表者の氏名           印 

 

 

  年度京都市就労継続支援事業所生産活動活性化支援事業補助金に係る消費税

及び地方消費税の額の確定に伴う報告書 

 

  年  月  日付け京都市指令  第  号で交付決定した上記補助事業に関する  

年度消費税及び地方消費税の額について下記のとおり確定しましたので，京都市就労継続

支援事業所生産活動活性化支援事業補助金交付要綱第１５条の規定により，報告します。 

 

記 

 

１ 事業所名称 

 

 

２ 所在地 

 

 

３ 補助金額（市長が確定通知書により通知した額） 

                    円 

 

４ 消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税 

に係る仕入控除税額（要補助金返還額） 

                    円 

 

注 別紙として積算の内訳等，４の金額がわかるものを添付してください。 



第７号様式（第１７条関係） 

 
京都市就労継続支援事業所生産活動活性化支援事業補助金交付決定取消通知書 

 

   

  様 

 

京   都   市   長  

（担当           ） 

 

   年  月  日付けで交付決定しました下記補助事業について，下記のとおり交付

決定を取消したので通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業等の名称   京都市就労継続支援事業所生産活動活性化支援事業補助金 

 

２ 補助金交付決定額                 円 

 

３ 決定取消しの理由 

 

 

 

 

 

  


